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小 林 瑞 穂
要旨 海軍水路部によって1922年 に創刊 された 『水路要報』は,船 舶航行に必要な情
報を航海者に提供 し,水 路部の研究報告や国際水路会議関係事項を紹介する役割も担う
が,単 なる水路誌や研究紀要と限定できない性質をもった刊行物であった。海軍と民間




えられる。小倉は各国水路機関を見学 し,日 本水路部の課題を見出 した。その一つが
「調査報告書」の重要性であった。当時の水路部は研究機関 としての自覚を抱き始めて
おり,小 倉も 「調査報告書」が必要であると構想 した。この小倉の構想が 『水路要報』
の創刊に帰結 したと考えられる。
また,小 倉は欧米水路機関と民間の協力関係に注目した。『水路要報』では,読 者か
ら投稿を募集 し,寄 せられた報告類や質問を誌面において公開するなど,そ れまでの水
路部刊行物にはなかった試みが行われる。また航海者に向けて水路業務への協力要請が
『水路要報』を通 して行われ,協 力者に対 して水路部は誌面上で感謝の意を表した。こ
のような民間の航海者に対する 『水路要報』の取 り組みは,小 倉の注目した外国水路機
関の関係構築方法が実践されたものと考えられる。
当時の海軍 と民間(商 船)は,「 海上の兄弟」というスローガンによって協力 ・信頼
関係構築が求められていたが,海 軍内に民間航海者を蔑視する風潮が根強 く存在 し,両
者の関係には溝が存在 した。これに対 して海軍の一機関である水路部は民間航海者に好
感を持って受け入れ られ,水 路業務への協力要請に対 して寄せられる航海者からの報告
数は年々増加 した。海軍と民間の狭間に立つ水路部は 『水路要報』を通 して,民 間との
協調関係構築に成功 したのである。




本論では,海 軍大臣隷属機関であった水路部ωが創刊 した 『水路要報』を取 り上げ,創 刊に
至る背景 と目的,『 水路要報』が果たした役割を考察することで,海 軍内の組織であ りながら
民間 との間に密接な関係を築き上げた水路部の実態を明らかにすることを目的とする。
『水路要報』創刊以前 にも水路部では 『水路要報』の前身ともいえる,航 海報告や水路情報
を記 した刊行物を刊行 しているが,名 称変更 ・分裂 ・不定期刊行という結果になっている。一
方 『水路要報』は1922年(大 正ll年)の 創刊以来ほぼ毎月刊行が続き,1943年(昭 和18年)
に一端途絶えたものの②,戦 後海上保安庁水路部(現,海 洋情報部)の 手によって復刊されて
現在に至 っている。本論では,1922年 の 『水路要報』の誕生から1943年 の休刊に至るまでの,
海軍水路部が編集刊行 していた時期を対象として考察する。
この時期を対象 とする理由として,海 軍水路部の特殊な性質というものが挙げられる。当時
の日本国内における水路業務(主 に海洋測量,海 図作製および供給)は 全て海軍の水路部が担っ
ており,海 軍艦船のみならず民間船舶に対 しても海図や水路誌を供給 して情報提供を行 ってい
た。創設以来海軍内において唯一 「民」 とも公に関係を有 し,海 軍内で も独特な気風が培われ
た機関であった。特に第一次世界大戦は海軍 ・海運界双方 に影響を与え,水 路部に寄せ られる
要求 も拡大 した。 このような状況下で月刊スタイルで創刊 されたr水 路要報』は,民 間に向け
た新たな試みを誌面で実践するなど,情 報を一方的に発信する水路部刊行物とは趣を異にした
ものであった。単なる水路部内の 「研究紀要」とも 「水路図誌」の一部とも限定できない側面
を持 った刊行物であり,当 時の水路部の特殊な立場が 『水路要報』を介 して体現されていると
考える。「水路要報』の検討を行 うことは,当 時の水路部において行われていた研究内容が明
らかになるだけではな く,組 織としての姿勢,民 間と水路部の関係も考察できるものと考える。
また,水 路部の考察を行うことは,従 来の海軍史では見過 ごされがちであった日本海軍内部の
特質を考察する足掛 りになるのではないかと考える。
『水路要報』を扱った先行研究は,管 見の限りでは 『水路部八十年の歴史』(水 路部創設八十
周年記念事業後援会,1952年),海 上保安庁水路部編 『日本水路史1871年 ～1971年 』(日 本
水路協会,1971年)に 概略の記述がある。また,「水路要報の沿革」 と題 して 『水路要報』第
100号(海 上保安庁,1980年1月)に 創刊号以降100号 までの経緯が主に表を用いて紹介され
ているが,創 刊の背景や記事に関する詳細な解説は行われておらず論説文 といえる類のもので
はな く,歴 史学の立場から 『水路要報』を扱った研究は管見の限 り無い。
1.小 倉伸吉の海外出張 と 『水路要報』の創刊




関係事項 ヲ掲載」(3)することを目的に掲げたこの刊行物は,後 に水路部 と海運関係者を中心と
した民間航海者を結び付ける役割を果たすことになる。当時水路部長であ った犬塚助次郎は
「時代 ノ自然ノ要求が本誌 ヲ産 ミ出シタ」ωと創刊の辞に記 した。海軍の中でも異例とも言える
刊行物 『水路要報』はいかにして創刊に至ったのか。まずは,『水路要報』創刊以前の水路部
の状況と背景を考察する。
1917年(大 正6年),水 路部創設者 ・柳楢悦以来の悲願であった日本沿岸測量の全域達成が
実現するに至るが,こ の時すでに水路部に寄せられる図誌供給の要求は拡大 しつつあった。
海軍関係業務では,1914年(大 正3年)に 第一次世界大戦によりドイツ領南洋群島方面の
測量,1918年(大 正7年)に はシベ リア出兵に伴 って間宮海峡の測量が行われた。一方,第
一次世界大戦により,水 路部と深い関りのある海運界は世界的な船舶不足に乗 じて航路拡張を
行 い,世 界第三位の船舶保有国にまで成長 した。 これによって,「 払下げ図誌」 と称される民
間用海図の需要も年々増加 した。
1919年(大 正8年),駆 逐艦 ・柏の乗組であった森徳治中尉は大戦中に地中海に派遣された
際の自身の勤務経験をもとに,水 路図誌の改善要求意見書を海軍省および水路部に提出した。
森は 「水路図誌が吾人に親 しみ難き体裁を備」え,そ の点が見過 ごされてきたことを指摘 し,
「一層実用的に且つ昔々播議せ志めんが為に左記所所を述べん」 と水路図誌改善の提案 を行っ
ている。提案は三点であり,① 水路港湾等海上関係事項と,物 資人文地理等陸上関係事項を別
冊にす ること,② 海上記事は軍艦艦橋においても容易に読むことができ,出 来ればソファーに




求が軍 ・民 ともに高まりをみせる中で,単 に情報を提供するという基本段階から,こ れまで収
集 した情報をいかに分かりやす く提供 し,利 用の便を図るかという新段階へ進んだと捉えるこ
とができよう。
同時期,水 路部においても海軍技師 ・小倉伸吉が水路図誌類に関して新たな方向性を模索 し
ていた。小倉は航用天文学の研究の他,潮 汐 ・潮流研究を専門として研究を行 っていた技師で
ある。その小倉に約8ヵ 月にわたる欧米出張の命令が海軍省より下されたのは1920年(大 正
9年)の ことであった。海軍省よ り与えられた出張 目的は,「 戦時二於ケル水路事業並二航海
暦及潮汐二関スル事項ノ調査」⑥ というものであった。訓令を受 けて小倉が訪れた国は,イ ギ
リス ・フランス ・イタリア ・スイス ・ドイツ ・デンマーク ・スウェーデン・ノルウェー ・オラ




その他にも各国滞在中に編暦機関4ヵ 所,天 文台20ヵ 所,海 洋研究機関約30ヵ 所,理 化学





各国ヲ巡視スルヲ要セサルヘシ只従業ノ現状ヲ見,意 見ノ交換 ヲナシ又知人 ヲ得ルハ実地
見学ノ賜物ナリ今回ノ旅行申得タル最大ノ収穫如何 ト問ハ ・各方面二知人 ヲ得タルコ トナ
リ ト答ヘ ント欲ス⑦
小倉は海軍省の出張命令の無意味さを指摘 した上で,訓 令では触れ られなか った人的交流 こ
そが出張の 「最大ノ収穫」であるとしている。小倉がこのように人的交流を強調する背景には,
1919年 の国際水路会議を契機に本格的に進みつつあった各国水路機関間の交流や,そ れによっ









を行 う中で,小 倉は日本水路部において改善すべき課題や問題点を見出 していく。その一つが
従来の水路図誌とは異 なる刊行物の必要性であった。
各国水路部二於 テハ実用上ノ図誌ノ外二測量方法,測 量 ノ結果,測 器,其 他各種ノ調査
くママラ
ノ結果ヲ年報又ハ種々ノ報告書 トシテ刊行シシ ・アリ 〔中略〕水路部ハ作業庁ニシテ研究
所ニアラサルヲ以 テ調査研究ニノ ミ従事スルコ ト能ハサルコト勿論ナ レトモ調査研究二依
リテ始 メテ進歩発達ヲ成シ良好ナル図誌 ヲ刊行 シ得ルナリ 〔中略〕又多クノ材料ヲ整理 シ
後ノ調査二供スル為ニモ結果 ヲ刊行 シ置 クノ必要アルコトハ度々吾人ノ経験スル所ナリ広




費用二比 シテ言 フ二足ラサル場合多シ故二近来我水路部二於テモ採 りツ ・アル如ク調査ノ
結果ノ有益ナルモノハ成ル可 ク刊行スルヲ可 トスヘシ各国見学中二調査報告書ノ刊行及其
交換 ヲ各方面 ヨリ希望セラレタリ(且o)
小倉が 「水路部は技術庁」 と前置きしなが らも外国水路機関を例に調査研究の重要性を訴え
ることは,小 倉のみならず当時の水路部全体に共通 した意識であった。第一回国際水路会議の
決議事項の検討を通 して各国水路機関のレベルの高さを痛感 した水路部は,水 路業務先進国で
あるイギ リスに職員を留学させるよう海軍省に要望書を提出するなど,研 究機関としての側面
を意識するようになっていた。その背景には,要 求に従 って測量 ・図誌の供給のみを行 う現状
への焦 りもあった。1921年(大 正10年),水 路部は海軍省経理局に対 し,調 査研究機関を新
設するための予算要求を行っている。その中で,水 路部の作業が測量と図譜の調製中心になっ
ていることを挙げ,「 学術的方面 ノ調査並研究機関ハ頗ル貧弱」である現状を訴えている。ま
た,「 国際水路会議 ノ開催セラレタル後ハ列国間二於ケル水路作業上ノ相互関係ハ益親密 ト成




小倉は水路部の存在を認知 させるためにも権威ある 「調査報告書」が必要であると感 じる一
方で,各 国水路機関と航海者の関係にも目を向けている。
水路事業ノ主要部分ハ何 レモ海軍又ハ陸海軍二属 シ一部分 ノミ逓信省其他ノ所轄ナリ之
レ事業ノ性質上海軍二属スルヲ最モ便 トスルニ依ルヘシ然 レ トモ水路事業中直接軍事ニノ
ミ関係スルハー小部分二過キス大部分ハ軍事上 ノミナラス商船及一般公衆二役立ツモノ ト
ナルヲ以テ当事者力海軍ナルノ故 ヲ以テ商船及一般公衆 ヲ軽視スルカ如キコ トナキ様二各
国注意ヲ払 ヒツ・アルハ言 ヲ侯タサル所ナ リ(12)
小倉が,民 間に対 して 「海軍」 という威圧感を与えぬよう努力する欧米水路機関の姿という
ものに共感を覚え,出 張報告書 に記 したことの意味は大きい。当時の日本海軍 と民間,水 路部
と民間の関係がこのような関係 になかったか らこそ注 目したものといえよう。
以上のような当時の水路部を取 り巻 く図誌供給要求の高まりと,国 際水路会議 に触発された
研究機関としての自覚,小 倉技師の 「調査報告書」構想,外 国水路機関と民間の関係への注目
は1922年 に水路部が創刊す る 『水路要報』の内容と目的に通 じる部分があ り,水 路部の新た
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な試みである 「水路要報』誌面に影響 を与えたものと考え られる。小倉伸吉は1936年(昭 和
11年)11月 に海軍技師在職中のまま死去す るが,そ の際 『水路要報』は小倉の追悼記事を掲
載 して,「 激務の傍 ら特 に本誌の発達を念 とせられ,其 の寄稿 に係はる論文或は研究報告は本
誌の権威を高めるに与って力あるものであった」('3)と功績を称えた。 この点か らも小倉と 『水
路要報』の関係が深いものであったことが推測できる。
2.『 水路要報』の形式
1922年(大 正11年)9月 に創刊された 「水路要報』は,月 初め1日 に発行という月刊誌ス
タイルをとり,海 図委託販売 をしていた 日本郵船の各支店と日本船主協会を通 じて一冊定価
20銭 で販売された。 また,航 海中の海員 に便宜をはかるため,国 内外に閲覧所 も設 けられ
た(14)。
『水路要報』 自体は右開きであり,当 時 としてはまだ珍 しい左横書き形式の誌面であった。
この点に関 し,創 刊号に 「左 ヨリ横書」 と題する説明文が掲載 された。説明文には,今 後発行
の図譜類はすべて ローマ字表記に対応 して,日 本語 ・数字 もすべて左横書き形式を採用すると













ル顛 雌 ノモノ・・[彊]ト ・テ一括シ各年次毎二漣 播 号・付ス
ロ.国 際水路会議又ハ諸外国水路事業関係事項
ハ.学 術的発明実験統計等其範囲ハ水路,航 海,運 用,天 文,地 理,磁 気,気 象,海 洋,
測量,製 図等多岐二五ル
ニ.圃 例ヘハ航路購 ノ綴 改廃海 図水驕 ノ新刊或ハ港離 築着手等ノ如キ事前
ノ報道




2.巻 頭二毎号適当ノ写真又ハ絵画等ヲ挿入ス此資料亦寄贈 ヲ仰グノ要アル見込ナ リ或八時
宜二依 リ貸与ヲ申出ツルコトアルヘシ
〔中略〕
6.投 稿寄書ヲ歓迎ス,又 特二要報材料 ノ指定ナキ報告 ヲモ採録ス 〔略〕
〔中略〕
8.普 ク要望者二頒ツ主旨二依 り広 ク各港ノ書腔二陳列セシメ度キ希望ナルモ販売手続ノ繁
ト事務ノ不慣 トニ依 リ当分理想全部 ノ実現不可能ナルコ トヲ諒承アリ度但本号巻尾所載
ノ図誌販売店ヘノ交渉ハ他ノ図誌同様ナリ
9.編 修ノ余力 ヲ以テ此編纂二従事ス初メヨリ多ク善キヲ望 ミ難 シ希 クバ形式体裁内容等二
関スル考案希望注文等ハ遠慮ナク申越ヲ受ケ刊 ヲ重ヌルニ従 ヒ漸次改良進歩 ヲ期ス㈹
投稿原稿の取 り纏めや読者の応対,編 集作業は水路部の第一課(水 路図誌編集 ・刊行担当)
が担当することになっていた。
創刊号では,巻 頭写真に1919年 の第一回国際水路会議の各国代表者集合写真を掲載 し,続
けて 「時報」として軍艦満州による南西諸島における水深測量:,筑 後川 口水底電線布設,硫 黄
島錨地付近目標位置,オ ホーツク海の大流氷などの水路情報記事を掲載 し,第 一回国際水路会
議を解説 した 「国際水路会議ノ由来」,ア メリカ水路機関の告示を転用 した 「米国海軍無電天
気通報」,小 倉伸吉技師の研究報告 「山高 ト仰角二依 リ距離ヲ求ムル方法」,「予報」 として航
路標識,海 図,水 路書誌情報が掲載 され,「 雑録」ではメー トル式海図を中心に注意事項が掲
載されている。
創刊号から国際水路局関係の記事が定期的に掲載されていくことになるが,国 際水路会議決
議事項の紹介や会議の様子を紹介す るレポー トの掲載,関 係写真 も定期的に巻頭を飾 り,『水
路要報』が日本における国際水路局の広報的な役割を果たすことにもなった。また,航 海に必
要な情報の掲載だけではな く,水 路部内の調査 ・研究を紹介する研究紀要的な役割 も備えてい
たため,日 頃研究に従事する武官 ・技師 ・技手 らが原稿を担当 し,各 自の専門分野の研究報告
も多数掲載されていくこととなった。
水路部長 ・犬塚助次郎は創刊号の 「発刊ノ辞」で次のように述べている。
名ケテ水路要報 ト謂 フ其ノ内容ハ,水 路参考資料デア リマス端的告示 ヲ以テ改補スル程
デナク而モ之ヲ発表セズ,或 ハ水路誌改版等 ヲ待 ツハ惜シキ程度ノ諸報道 ヲ骨子 トシテ,
之二艦船二関係アル学術上 ノ発明実験等 ヲ加へ,言 ハバ新聞的二普 ク海員二報道スルノガ,
本誌 ノ使命デア リマス。其資料ハ内外諸告示報道 ノ外,各 位ノ寄稿 ヲモ歓迎採録ノ方針ナ
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ルが故二荷モ後人 ヲ益 シ,又 ハ柳カニテモ航海上ノ利便二資スルアラバ,続 々投稿 ヲ希望
シマス。 〔中略〕本誌二依テ図誌 ノ遺漏ヲ補ヒ,又 ハ水路界 ノ現状ヲ知ルノー助 トモナリ,
且又艦船 ト水路部相互ノ親和諒解二資スルアラバ,吾 人ノ願望足 レリトスル次第デァリマ
ス㈹。 〔句読点小林〕
水路部のみが情報を発信するのではな く,読 者の投稿も掲載する形式の刊行物を 目指 し,か
つ 「艦船 ト水路部相互ノ親和諒解」を目指すなど,そ れまでの水路部の刊行物にはなか った特
徴を見 ることが出来る。特に読者からの投稿を積極的に募る形式を採用することは,そ れまで
の水路部 にはみられなかったことであり,画 期的な取 り組みである。
『水路要報』上では海軍 ・民間を分 けることなく情報が掲載され,双 方の情報の共有化が図
られていた。民間船舶か ら寄せ られた航海報告の他に,海 軍艦船から寄せられた航海報告 も同
様に掲載 された。特に練習艦の航海報告は連載形式で紹介され(17),折込の航路表が参考として
綴 じ込 まれる場合 もあった。1927年(昭 和2年)か らは定期的に質疑欄が設けられ,航 海者
の意見(苦 情 も含む)・要望 ・質問に誌面で回答する試みが行われたが,こ の質疑欄において
も民間船舶 と海軍艦船から寄せ られた質問 ・要望をあわせて掲載 して回答を行 った。航海上の
実用的な役割 とは別に 『水路要報』誌面上にわける海軍 ・民間双方の 「同居」は,常 に海軍と
民間の狭間に立って行われていた水路部の業務が目に見える形 となって表れたものといえよう。
1935年(昭 和10年)2月 に改正 された海軍内部の 「普通水路図誌定数表(其 ノー)」備考欄
には,「 水路要報』についての記載があり,配 布先が次のように規定 されている。






たが,1943(昭 和18年)12月 を もって刊行休止状態とな り,海 軍の水路部が発行 した 『水路
要報』は事実上これが最後 となった。関東大震災後の3ヵ 月間を除き毎月刊行が行われていた
が,1943年 には隔月刊行 となっていた。 内容 もかつてのような部内研究報告や水路情報の掲
載はみられず,簡 素化されている。事実上の最終号である12月 号には,「地名の起源調査 其









予告な しの休刊に至った背景としては,職 員の戦地派遣による部内人員の減少により 『水路
要報』の編集にまで手が回 らなくなったことや,掲 載する情報の不足,政 府の統制下に置かれ
た海運界の状況なども一因として考えられる。 しか し,水 路部が掲げた休刊理由は別にあった。
水路部か ら 『水路要報』休刊の経緯が航海者 らに説明されたのは,1946年(昭 和21年)の こ
とであった。『水路部彙報』と名付けられた 『水路要報』の継続誌的な刊行物の第1号 では,
次のように述べられている。
水路部は大正11年9月 以降各艦艇船舶より寄せ られた水路に関する報告の内,告 示で
改備する程ではないが然 し之を発表せず又は水路誌改版の時期迄待つには惜 しい程度の諸
報道を骨子 とし,之 に航海に関係ある学術上の発明,実 験,研 究等の成果を蒐録 して 「水
路要報」 と名付け航海者各位の参考に供 して居ったことは既に御承知の通 りであります。
この水路要報 も創刊以来22年 の長い間航海者各位の愛読を得て居ったのですが,昭 和18
年12月 発行の第319号 以後は戦争の要請に基き機密水路部彙報 として刊行 し,従 って軍
関係以外の醗読 は中絶せらるるの已むなきに至 りました(19)。
1943年12月 の休刊は民間に対 してのものであり,1944年(昭 和19年)の 軍機指定以降,
名称を変更する形で海軍内部のみで刊行 されていたのであった。創刊時,「 艦船 ト水路部相互
ノ親和諒解」を目指 し,海 軍 ・民間の航海者に広 く水路情報を提供するという使命を持 って刊
行 されてきた水路部の 『水路要報』は,最 終的に軍事優先に傾斜せざるを得な くな り,民 間に
背を向ける形で幕を下ろしたのである。
3.海 軍 と海運界の関係
軍 ・民の狭間に立 ち,海 軍 と民間航海者 とを結びつける役割を担 った水路部であったが,海
軍 と民間航海者の直接関係はどのようなものであったのか。水路部の位置をより明確にするた
あに.こ こでは海軍予備員制度を例に海軍と民間航海者(海 運界)の 関係を考察する。
明治政府以来の海運会社保護政策には,航 路拡張による 「国威発揚」の目的以外に戦時の軍
事輸送船舶確保 という側面 もあった。1936年(昭 和11年)の ワシントン海軍軍縮条約失効後
は,軍 艦に改造可能な 「優秀船」 と称 される一般船舶の建造が推進 されるなど,海 運界の軍事
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利用は一層強化されることになる。一方,早 い段階から民間航海者も 「海軍予備員」 という形
で戦時動員が図られていた。海軍予備員とは,海 軍の正規将校とは別に民間航海者を戦時に予
備将校 として扱うものである(20)。日本ではイギ リスの予備員制度を手本に1884年(明 治17年)
に予備員制度が制定 され,1886年(明 治19年)に は最初 の海軍予備員の任官が行われた。
1904年(明 治37年)に は 「海軍予備員条例」として法令が制定され,商 船学校卒業者,船 舶
職員が予備員の対象者 となった。第一次世界大戦後の1919年(大 正8年)に は 「海軍予備員
令」に改正された。
主に高級船員を目指す高等商船学校(東 京 ・神戸)の 学生は,入 学日より自動的に海軍の兵
籍に入 って海軍予備学生 となり,高 等商船学校のカ リキュラム以外にも砲術学校 ・水雷学校 ・
海軍工廠の専門教育を受けねばならず,卒 業者は海軍予備少尉もしくは機関少尉に任官された。
このため高等商船学校では定期的に海軍や海軍兵学校 と交流の機会が設けられ,「 海軍は兄,
海運は弟」というスロ〒ガンのもとに相互の協力 ・信頼関係の構築が求め られ,最 終的には戦
時における双方の団結が目標 とされた。
以上のように法令によって表面上は海軍 ・民間航海者(特 に海運関係者)は 密接な繋がりを
持つに至 ったが,実 際は海軍に不信感を抱き敬遠する海運界の姿があった。海軍予備員制度は
民間航海者には不評であり,批 判 される傾向にあった。 このため学校卒業時に海軍予備少尉に
任官 されていても,階 級の進級検定を受験する者は少なかった。この現実に直面 した海軍省側
は検定試験受験者を増加させるべ く,対 応に迫られていた。高等商船学校卒業者を読者 とした
『商船学校校友会誌』には,海 軍予備員制度を題材 とした投書がい くつか掲載 されてお り,民
間航海者 らの関心の高 さが窺える。中でも1927年(昭 和2年)3月 号に 「一受験生」という
ペ ンネームの卒業生(海 運会社社員)が 寄稿 した 「海軍予備員進級検定受験記」の冒頭は,水
路部 と海軍を対比させる興味深いものとなっている。











「一受験生」は文中で進級検定試験受験の体験を詳細に披露 し,海 軍を茶化すような記述 も行っ
ている。軽妙な文体ではあるが一貫 して海軍に対 し批判的な立場を取っており,中 には海軍将
校 と民間航海者の間に横たわる溝を象徴するような記述 も行っている。
試験制度 に就いてはこんな事を耳 にした。若 し試験がないとすると予備員 も現役の者
〔海軍将校〕と同様に進級するから困ると言って若い連中 〔若手海軍将校〕の反対があっ
た 、めにあると,然 しこれは恐 らく間違ひであらう,第 一海軍の停年と我々のそれとは非
常な差があるか ら到底同じやうに進級する事はあらう筈もな し又そんなケチな考を持って
るる人 も無い事だらうと思ふ(22)。 〔括弧内小林〕
噂を紹介 し,打 消 しつつ も記述 しているところに 「一受験生」の海軍将校に対する不信感が
表れている。「一受験生」の投稿が掲載された翌年の1928年(昭 和3年)に は,海 運会社勤務
の航海者の短期召集が開始され,海 軍予備員としての立場は現実味を帯びていくことになった。
「一受験生」のように海軍に批判的な海運関係者 もいれば,一 方で積極的に協力 しようと予
備員制度を民間航海者に奨励 し研究する関係者 もいた。 日本郵船において船長を勤めた後に文
部省練習船 ・日本丸の船長になった長田尭春は,民 間航海者の立場か ら海軍に協力 しようと模
索を続 けた一人であり,自 ら主催 して海軍 との懇談会を開 くなど予備員制度にも強い関心を抱
いていた。前掲の 『商船学校校友会誌』にも積極的協力の立場から原稿を寄せている。だが,
長田も予備員制度に向き合 う程に現実に直面 し,海 軍に対する憤 りや失望を感 じていた。
1936年(昭 和11年)の 『商船学校校友会誌』3月 号で長田は海軍に対 しての本音を書き綴っ
た。





き苦痛である。 〔中略〕英国が海員を優遇す るの事実は余 りにも有名である,社 会元より








長田は民間航海者が海軍将校から 「商売船乗 り」 と蔑視される現状を訴え,日 本海軍内に根
強 く存在 した民間航海者に対する差別観を明 らかに した。海軍予備員制度には海軍への協力を
求めなが らも実際には対象である民間航海者を軽視 し,疎 外感を抱かせるという矛盾 した実態
が存在 したのであった。「海上の兄弟」 というスローガンを使用 して,海 軍 ・民間航海者双方
の結びつきを盛んに強調する裏には,実 際に 「兄弟」たりえない両者の関係があったのである。
このような海軍 ・民間航海者の関係下にあって,海 軍に批判的な眼差 しを向ける 「一受験生」
が海軍の一機関である水路部を好意的に捉えたことは大 きな意味を持つ。海運界が海軍に対 し
て求めていた関係は,水 路部の 「助力を求め」「片腕として信頼」する関係であったと考える
ことができよう。前述の通 り,水 路部技師 ・小倉伸吉は欧米出張の際に各国水路機関が一般商
・船に対 して敬意を払い,海 軍 という威圧感を与えぬよう努める姿に注目していた。「一受験生」
の投稿の冒頭は,水 路部が小倉の注 目した外国水路機関の姿勢を実践 しつつあったことを示 し
ている。 この信頼関係構築の重要な道具 として 『水路要報』の存在が考えられるのである。
4.水 路部および海運界の協調体制
『水路要報』が水路部 と民間航海者の信頼関係 ・協調関係の構築に役立 ったと考察する際,
1920年 の小倉伸吉技師の欧米出張における見聞の影響 は無視できない。『水路要報』創刊の ヒ
ン トともいうべき 「調査報告書」構想の他に,小 倉は出張報告の中で各国水路機関の 「材料ノ
蒐集」方法についても記 している。
材料蒐集方法如何ハ成績二直接至大ノ関係アルヲ以テ出来得ル限りカ ヲ尽 シ測量船,港
湾,船 舶等ノ報告 ヲ受クル外二部員力度々現場二出張調査 ヲ行フ等ノ方法二依 リ報告ヲ集
メツ ・ア リ艦船ノ報告二対スル如キハ充分ノ敬意 ヲ表シ或ハ水路支部 ヲ設ケテ報告ノ便ヲ
計 り或ハ出版物ヲ頒布 シ又無代ニテ器機ノ検定 ヲナス等種々ノ方法 ヲ講 シ水路部 ト船舶力
共同ニテ水路事業二従事シツ ・アルコ トヲ船員ニモ充分了解セシメ又報告者 ヲシテ出来得
ル丈ケ骨折ヲ少クシ同様ナル報告 ヲ数箇所二送ルカ如キ重複ノ手数 ヲ避 クルニ留意 シツ・
アリ(24)
民間航海者 と協力して水路業務を行い,航 海者の協力に対 して敬意を表 し,見 返 りとして便
宜を図るように努める外国水路機関の在 り方は日本水路部にとって現状改善の可能性を持つ も
のであった。






海を測量 して之を海図に仕上げる迄には,非 常に手数のか ・るものである。今其あらま
しを述べると,先 づ一組の測量隊には高等官二,技 手及校生が四乃至六名,そ れに測量艇
が五,六 艘舟夫が皆で三十名内外乗って測量するのであるが,少 し沖合の測量には測量艦
を使用する。例えば大正十五年度には我が海軍で之に従事する軍艦が四隻 と測量隊が六組
丈け仕事をして居る。測量艦や測量隊が,測 量地で行って居 る作業は,(一)陸 岸の測量,
(二)水 深測量,(三)潮 の測量等である。普通一枚の海図(38吋 ×25吋)に 載せる地域
を測量するのに,一 組の測量隊では,ど うしても二百 日乃至二百五十 日を費や し,其 費用
は二万円乃至二万五千円か ・るのである。 〔中略〕最後に特殊の紙に印刷 して,一 枚の海
図が出来上がる迄には,ど うしても二 ヵ年の日子 と,三 万円内外の経費 とを要する。然か
も此中に測量艦の乗員や船の行動に要する入費は入れていないのであるから,此 等を計上
すれば非常な高価なものとなる㈱。
測量隊の派遣のみで も多額の費用と日数を必要 とし,要 求に全て応えるには限界があった。
このような状況下における一般船舶か らの情報提供は,特 定海域への的確な測量隊派遣に役立
つばか りではな く,水 路部内の各種研究の資料 として活用できる可能性も有 していた。第一次




水路誌の改版又は追補の材料は其出る元は種々です,新 測,改 測の水路記事,出 張調査,
航海者及其他の研究,実 験報告,通 報等であ りますが,其 中最重きをなす ものは各航海者
の実験報告通報でありまして此が多 ければ多い程水路誌の内容は完備 して所謂 「水路誌は
海図の平面的説明に過ぎない」 と言ふ非難を打消 し得る様になる次第です








航海者による報告を 「最重きをなす」 と表現 し,具 体的な現状を説明した上で報告の提出を
求めている。 さらに,1923年(大 正12年)の 関東大震災による火災で水路部所蔵の資料類が
焼失する事態が生 じると,各 船舶に配付する 「航海報告書」の改正を行い,よ り詳細な情報の
入手に努めている。この協力要請 も1924年(大 正13年)1月 の 『水路要報』上で行われた。
記事には改正後の用紙は 「報告当事者ノ便宜 ヲバカル積 りニテ様式 ヲ一定 シ,既 ニソノ用紙パ
各艦船ニオ送 リシテ置イタ」とあり,「尚航海報告ノ ミナラス航海上ノ事ニツキ意見や希望カ
アラバ遠慮ナク書添ヘラレタイ」 と結ばれている㈱。水路部か らあらか じめ航海報告書用紙を
直接送付することで,提 出数の向上を図ったものと思われる。「航海報告書」は水路部側の民
間を利用 した一方的な情報収集 という形式だけではな く,民 間側か ら水路部に対 して意見を述
べる手段 としたことも航海者側の協力 と理解を得やすい効果を持ったと思われる。
航海報告書の内容は以下の10項 目であったことが,1944年(昭 和19年)の 史料か ら分か
る(29)。
(1)航 路……航路選定,経 過の概要,所 見
② 航 路 表……日時,変 針位置,針 路,航 路
(3}速 力 表……使用速力,実 速,そ の他参考事項
(4)気 象 表……海洋気象観測
⑤ 海流記事,海 氷……
海流,漂 流物,海 獣鳥,地 方航海者の話など海流調査の参考 となる事項
(6)目 標……航路付近の目標に就き経験 した事項
(7)無 線電信……時報信号,気 象通報,方 向測知に関して参考 となる事項
(8)暴 風,霧
⑨ 港湾状況……碇泊位置,錨 地,・港湾形態,海 陸設備,水 先案内人,針 路法,物 資の状況
などの調査結果
⑩ その他,経 験調査 したもの
10項 目中,全 ての記入は必要なく,必 要事項のみの記入で も良いことになっていた。航海
報告書は無料で船舶に配付 されたほか,海 軍軍需部,図 誌販売所にも備えられて配付 されてい
た。報告は海運界だけではな く海軍 ・公的機関 ・その他民間船舶から募 っており,報 告者 は記
入後,水 路部へ郵送することになっていた。寄せ られた報告は 『水路要報』上で 「航海報告の
抜粋」と題 して公開された り,内 容 によって 「航路」「港湾」の参考資料 として掲載 ・紹介さ
れた。掲載された航海報告は出所として,会 社名 ・船舶名 ・報告者名が誌面に明記 された。
1924年 の 「水路要報』上での呼びかけ以降,海 運界の不況は深刻にな りつつあるのに反 して
水路部へ寄せ られる報告数は一年単位で増加の傾向をみせ,1924年 段階では約750部 ほどで
あった報告数が1925年(大 正14年)に は約1,000部 まで増加 し,1929年(昭 和4年)に は
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1,800部 ほ どまで に増加 した。1931年(昭 和6年)に は2,200部 に達 し,水 路部 は 『水路要報』
上 で航海報告増加 の謝意 を述 べ るに至 った。
大正13年 至昭和6年 の8箇 年の年度別航海報告受領部数は次図に示す通逐年増加して
居るが,特 に昭和6年 度は激増の状態を示 して居 り,大 正13年 の約3倍 にして実 に従来
の最高記録である,之 が為当部作業を稗益 したこと甚大なるを疑はぬものである。
欧州大戦後逐年不況の度を加へ,未 曾有の繋船数を増加 した我が海運界,今 日の現状に
於て斯 くの如き好成績を挙げ得たのは,偏 に海員諸君の船務多忙にも拘らず献身的努力の
賜物 として菰に厚 く感謝の意を表すると同時に,将 来 も一層の御尽力に依 りて此の現状を
益良好の状態に維持せんことを希望する次第である(30)。
文中では折れ線グラフを付 して寄せられた報告数の推移を紹介 し,「航海報告送付船主別調
査表」 と題 し,主 な海運会社58社 別に所有船舶数と航海報告提出数の内訳を紹介 している。
水路部は1,000ト ン以上の船主総数230の うち,約80%の 船主が一回も航海報告を提出してい
ないと分析 し,船 舶数の換算では総船舶数1,024隻 中,無 報告数は711隻 にのぼるとしている。
未報告会社 ・船舶をデータを使 って焙 り出す一方,「 此の数字の中には繋船数 も多数含まれて
居るから止むを得ぬ船舶もあるが又一方御尽力を希望 し得 る余地 もあると思ふ 〔中略〕此の点
御考慮を切望する次第である」㈲ と,未 報告会社 ・船舶に向けて協力を要請 した。
具体的な会社名 ・数字を挙げた分析を公開 したのが功を奏 してか,航 海報告提出数はその後
も順調 に推移 し,翌1932年(昭 和7年)に は前年度の約2倍 にあたる4,080部 が水路部に寄
せ られた。
水路図誌の内容を充実 し,常 に現状に合致せ しむることは極めて肝要なことで,之 を実
現する基礎 となる処の資料の蒐集に関 しては,当 部 としても相当努力はしてみるが,各 部
船舶の多大なる御援助に侯たねばな らぬ,特 に航海報告に於て然 りとする所である,〔 中
略〕昭和6年 度には実に従来の最高記録を示 したのであったが,更 に昭和7年 度は右図に
示す通 り,其 の約2倍 の激増を示すに至った,又 船舶から当部への希望及質疑事項 として
直接是等作業を援助せ られた件数は,昭 和6年 度に於ては僅かに90件 に過 ぎなかったが,
昭和7年 度に於ては一躍652件 の多数に達 した。
これは畢寛一般航海者が当部の作業をよく理解せられ,又 当部との連絡が愈密接の度を
加へたのを立証するものであって,偏 に海員諸君の船務多忙にも拘 らず献身的努力をせ ら




これは1933年(昭 和8年)3月 の 『水路要報』 に掲載 された記事であるが,前 年の報告記
事同様,報 告数の推移を示す折れ線グラフと 「航海報告送付船主別調査表」 も同時に掲載 され
ている。「船主別調査表」の前年と異なる点は,海 運会社別の送付数 ・報告可能船舶数の他に
新たに提出率を示す百分率 と送付数をプラス ・マイナスで表示 した前年比較が記載 されている
ことである。『水路要報』上 において海運会社名と報告部数を公開 し,昨 年度 との比較を行 う
ことで海運会社間に報告部数を意識させ,会 社側に航海報告提出の義務化という意識を定着 さ
せよ うとしていたことが考えられる。1944年 に水路部 より刊行 された 「水路図誌取扱心得』
には,航 海報告の提出を 「一二海員 トシテノ責務」 と表現 しており,最 終的には善意による任
意の提出か ら義務の提出へ と変化 したのである。
『水路要報』 と読者層が重複する 『商船学校校友会誌』にも 『水路要報』掲載の記事と同文
の航海報告増加謝意の記事 ・グラフ ・表が掲載された。1933年2月 の 『商船学校校友会誌』
に掲載 された 「昭和七年度ノ航海報告二就テ」の冒頭には 「本編は水路部よりの依頼によって
掲 ぐるものである」㈹ という編集員の註が付 け加えられてお り,さ らなる航海報告の増加を期
待す る水路都側の徹底ぶ りが窺える。
1931年,1932年 の航海報告部数の増加は,『水路要報』を通 して水路部 ・民間双方が情報発
信を行 うことで,協 調体制の完成を意味したものと考えられる。水路部は民間船舶を簡易的な
測:量船がわ りに利用することで経費削減 ・時間短縮 。情報入手の利点があ り,民 間船舶側は水
路部へ航海報告を送付することで,併 せて民間航海者側の意見 ・要望を述べることが出来,ま
た 『水路要報』上で公開される他社船の航海報告を共有 して航海参考資料 とすることが可能と
なる。 このような相互の利害が一致 した上での協調体制であり,『水路要報』創刊時に掲 げら
れた 「艦船 ト水路部相互ノ親和」の実現であったと捉えることができよう。 このように民間航
海者の協力が可能になった背景には,文 官の立場にあった小倉が欧米出張で目の当た りにした
外国水路機関の 「海軍 という威圧感を与えない」 ことや,「 一般艦船から寄せ られた報告 に敬
意を払 う」 といった民間航海者への配慮の実践 もあったのではないかと考えられる。










吾々海員と致 しましては海軍の御援助を蒙って居ることが多大でありまして,之 に対 し
応分の報恩を致さんと常に心掛けて居 りますが,中 々思ふ様にならず僅に航海報告の提出




水路部では,航 海報告提出数が過去最高を記録 した1931年 か ら,水 路業務に協力的な民間
航海者に対 して年一回の割合で感謝状の贈呈を行 った。表彰者は 『水路要報』の巻頭写真に顔
写真が掲載され,「水路部作業に貢献せられ し人々」 と題 して誌面上で氏名 ・海軍予備員の階
級 ・略歴が紹介された。1932年 か ら1935年(昭 和10年)ま で掲載された表彰者の所属は多
岐に渡 っており,政 府の援助を受け 「社船」 と称された日本郵船 ・大阪商船の関係者だけでは
なく,「社外船」 と称 された中小海運会社や地方会社の関係者 も水路部への貢献度によって選
ばれている(35)。
順調な航海報告提出数の伸びを受けて,水 路部が 『水路要報』上で行う協力要請 も次第に拡
大 ・変化 していった。1933年6月 の 『水路要報』では水路部作業貢献者の紹介記事の後に,
次のような依頼が掲載された。
婁に発表 した通,近 時航海報告は非常に激増 して,当 部作業援助上真に感謝に耐へない




ので,航 海報告の必要を痛感 してみる,以 上を了知せ られて此の方面行動船舶は必ず航海
報告を提出せらるるやう希望して止まないのである。
尚各港湾の写真(出 来得れば航空写真)及 航路付近の主要燈台,物 標及島喚等の写真又
は対景図の御送付に預れば幸甚である㈹。








1934年(昭 和9年)に は航海報告数は6,170部 に達 し,水 路部は航海報告書以外の提供を求
め出すことになった。
近来各艦船からの航海報告の激増 したことに就いては,水 路要報第14年 第2号 所載の
通であって,洵 に感謝に堪へぬ次第である。 〔中略〕報告記事のみではその意義明確を欠
くやうな場合にも,添 付された,た だ1枚 の写真又は図面によって文字通一 目瞭然となる
場合が動 くない。又写真のみによる報告の内に頗る有益な資料を見出すことも屡ある。斯
くの如 く写真又は図面等は資料として文字による報告にも劣 らぬ,否 それ以上有効適切な
用をなす場合が多いのであるか ら,此 等の資料を入手された場合は,差 支ない限当部に寄
贈又は貸与せられんことを希望する。
尚該資料には概略の説明及作製又は撮影年月 日等を付記せ られたい。又写真 は大小を問
はず,且 絵葉書或は小冊子の挿画等で も結構である⑳。
民間航海者に向けられる要望は,す でに航海報告書提出という段階を超えて別段階に移行 し
たことを示 している。 これらの踏み込んだ要求は,水 路部 ・航海者の協調関係がゆるぎない状
態に入ったことを表す ものと捉え られよう。また水路部側 も 『水路要報』上で提示 した内容に
対 して,民 間航海者側が要望通 りの反応を示 して返 して くるという手応えを感 じていたからこ
その要望であろう。1936年(昭 和ll年)に は 「波浪観測用紙」提出の依頼 も新たに行われた。
ここでは,本 来ならば波浪観測を実施する主体は水路部であるはず にもかかわらず,「報告部
数は寡に萎々たる有様で,此 の侭推移すれば到底所期の目的を達 し難い状況に在る」㈱ と民間
船舶か らの情報提供不足に苛立ちをみせている。また,「 此の侭推移すれば所期の 目的を達 し
難い」という一文からは,水 路部が当初より民間航海者からの報告書提出をあてに していたこ
とを窺わせ,水 路部にとって民間航海者による報告類の提出が業務遂行上切 り離せない ものと
なったことが分かる。




対 して,協 力する報告者側にも不満が出現 していたのである。水路部はこの不満意見を受けて






必要を認め,従 来数次に亙 り逓信当局と交渉の結果,種 々の事情から無料の取扱は出来な
いが,業 務用書類として第4種 郵便物に準 じ取扱ふこととなって居る次第である。 〔中略〕
従来 は本邦内主要郵便局に於てのみ上記の取扱を して居たが,昭 和7年10月 以降本邦及
領土内各郵便局 に於て此の取扱をすることとなって居る(謝。
この説明文が掲載 されたのは1936年5月 のことであった。意見を受けて水路部 も改善に乗
り出した経緯を説明し,民 間航海者の理解を もとめ,不 満の高まりを抑えようとしたと考えら
れる。
1938年(昭 和13年)の 段階で,・水路部が民間航海者に提出を求める報告類は,航 海報告 ・
水路報告 ・対景図 ・波浪観測報告 ・海流観測報告までに拡大 した。
『水路要報』を媒介 とした民間航海者の航海報告書提出は上述のように増加の傾向を見せた
が,水 路部 に寄せられる航海報告提出数は次第に先細りとなっていく。1942年(昭 和17年)4
月1日 より,海 運業界特殊法人 として 「船舶運営会」が設置され,完 全に海運会社が国家統制
の下に入ることになった。政府 ・軍の立案 による輸送計画に基いて船舶 ・航海者が手配 され,
海運会社による自由な船舶の航行は不可能な状況に至る。同年の11月11日 から12月10日 ま




本稿では,水 路部発行の月刊刊行物 『水路要報』の検討 を行い,『水路要報』創刊の背景と
役割,『水路要報』を通 して構築された水路部 と民間航海者の関係について考察を行った。
『水路要報』は海軍大臣隷属機関として存在 し,軍 の組織であ りながらも民間に開かれた機
関であるという水路部の特殊な性質が刊行物 となって表れ出た ものである。『水路要報』誌面
上では海軍 ・民間双方の情報が掲載 され,読 者 も海軍関係に限定されたものではなく海軍と民
間双方が対象であった。水路部が誌面上で結びつけた海軍と民間航海者(主 に海運関係者)の
関係の実情は,第 一次世界大戦後 さかんに喧伝された 「海軍は兄,海 運は弟」という理想の信
頼関係 とは真逆の,兄 弟たりえない関係にあった。 日本海軍は海運界を軍事利用することを試
みなが らも,民 間航海者に対する潜在的な蔑視観により,海 運界に海軍に対する反発を招く結
果をもたらしていたのであった。




行われ,協 力要請内容が次第に 「依頼」から半強制的要求へ変化 していく過程は見られても,
「海軍は兄,海 運は弟」 といった類のプロパガンダ的な内容はみ られない。水路部が海軍の一
機関であることを考える際,民 間を読者対象 とする 『水路要報』上でのプロパガンダは行おう
とすれば可能であったはずである。これも 『水路要報』の一つの特徴 と言えよう。
『水路要報』 は,部 長 ・犬塚助次郎が記 した 「時代 ノ自然ノ要求が本誌 ヲ産 ミ出シタ」 とい
う言葉通 り,従 来の水路図誌に対する改善要望や研究機関としての意識の上に創刊された新 し
いスタイルの試みであった。同時に 『水路要報』の編集方針や記事に表れる民間航海者への理
解 ・感謝の姿勢は,小 倉伸吉技師が欧米出張によって学んだ外国水路機関と民間航海者の関係
を手本に実践 したものと考え られる。この試みが,海 軍より軽視 されていた民間航海者に好意
的に捉え られ,信 頼関係構築に役立 ったものと思われる。水路部は,母 体の海軍よ りも柔軟に
欧米 の海軍 ・民間航海者の協調関係構築の方法を採 り入れることができ,海 軍組織の中で唯一
民間航海者 との信頼関係構築を成功させた機関であったといえよう。
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